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後
期
高
齢
者
医
療
の
被
保
険
者
の

皆
さ
ん
が
、
病
気
や
け
が
で
医
療
機

関
に
か
か
る
と
き
の
医
療
費
の
自
己

負
担
割
合
は
１
割
、ま
た
は
３
割（
現

役
並
み
の
所
得
が
あ
る
人
）
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

こ
の
負
担
割
合
等
は
、
毎
年
８
月

に
前
年
の
所
得
に
よ
っ
て
判
定
し
、

見
直
し
を
行
い
ま
す
。

　

今
年
７
月　

日
ま
で
の
判
定
対
象

３１

は
平
成　

年
中
の
所
得
で
す
が
、
８

１８

月
１
日
か
ら
来
年
７
月　

日
ま
で

３１

は
、
平
成　

年
中
の
所
得
が
判
定
対

１９

象
と
な
り
ま
す
。

�
更
新
が
必
要
と
な
る
人

　

今
年
８
月
か
ら
負
担
割
合
等
が
変

更
と
な
る
人
に
は
、
７
月
下
旬
に
新

し
い
被
保
険
者
証
を
送
付
し
ま
す
。

　

送
付
さ
れ
た
人
に
つ
い
て
は
、
現

在
の
お
持
ち
の
被
保
険
者
証
は
８
月

後
期
高
齢
者
医
療

負
担
割
合
等
が
変
更
の
人
へ

被
保
険
者
証
を
送
付

　

現
在
お
持
ち
の
後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証
は
、
来
年
７
月　
３１

日
が
有
効
期
限
で
す
。

　

た
だ
し
、
今
年
８
月
か
ら
医
療
費
の
負
担
割
合
等
が
変
更
と
な
る

人
は
、
被
保
険
者
証
の
更
新
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

負
担
割
合
等
の

見
直
し

被
保
険
者
証
の

更
新

高
齢
受
給
者
証

　住民税非課税世帯に属する被保険者の人

は、後期高齢者医療限度額適用・標準負担

額減額認定を申請することによって、入院

時の医療機関での自己負担限度額や食事代

などを減額することができます。

　現在、認定証をお持ちの人は、有効期限

が今年７月３１日までとなっています。

　住民税非課税世帯に該当し、引き続き認

定証の交付を希望される場合は、再度申請

してください。

　詳しくは、保険課健康保険係、または岡

山県後期高齢者医療広域連合までお問い合

わせください。

限度額適用・標準負担額減額
認定は申請が必要です

１
日
以
降
使
用
で
き
ま
せ
ん
。

　

保
険
課
、
各
地
域
局
住
民
福
祉
課

ま
た
は
各
地
域
市
民
セ
ン
タ
ー
へ
返

却
し
て
く
だ
さ
い
。

�
更
新
の
必
要
が
な
い
人

　

負
担
割
合
等
の
変
更
が
な
い
人
に

は
、
新
し
い
被
保
険
者
証
は
送
付
し

ま
せ
ん
。

　

引
き
続
き
、
有
効
期
限
の
来
年
７

月　

日
ま
で
、
現
在
の
被
保
険
者
証

３１
を
ご
使
用
く
だ
さ
い
。

　

国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る

　

〜　

歳
の
人
が
使
用
す
る
高
齢
受

７０

７４

給
者
証
（
白
色
）
の
有
効
期
限
は
、

今
年
の
７
月　

日
ま
で
と
な
っ
て
い

３１

ま
す
。

　

７
月
中
に
新
し
い
高
齢
受
給
者
証

を
送
付
し
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ　

保
険
課
健
康
保
険

係
（
�
�
０
２
５
８
）、
岡
山
県
後

期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
（
�
０
８

６
�
２
４
５
�
０
０
９
０
）

～入院中の人～
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い
て
、
後
期
高
齢
者
の
保
険
料
、
税

金
な
ど
の
公
費
（
国
・
県
・
市
町
村
）

の
ほ
か
、　

歳
以
下
の
人
が
加
入
す

７４

る
国
民
健
康
保
険
な
ど
の
各
医
療
保

険
か
ら
の
支
援
金
に
よ
っ
て
賄
わ
れ

ま
す
。

　

こ
の
支
援
金
制
度
が
創
設
さ
れ
た

こ
と
か
ら
、
国
保
税
の
賦
課
区
分
が

変
更
に
な
り
ま
す
。

　

国
保
税
は
、
こ
れ
ま
で
「
医
療
保

険
分
・
介
護
保
険
分
」
で
賦
課
し
て

い
ま
し
た
が
、
今
年
度
か
ら
「
後
期

高
齢
者
支
援
金
分
」
を
加
え
た
３
つ

の
区
分
に
よ
り
賦
課
す
る
こ
と
に
な

り
ま
し
た
（
図
�
）。

　

国
保
税
は
、
被
保
険
者
の
年
齢
に

よ
っ
て
、表
①
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　

な
お
国
保
税
額
は
、
世
帯
の
国
保

被
保
険
者
の
所
得
や
構
成
に
よ
っ
て

変
わ
り
ま
す
。

　

国
保
税
の
普
通
徴
収
（
納
付
書
や

口
座
振
替
に
よ
る
納
付
）の
納
期
は
、

今
年
度
よ
り
７
月
か
ら
翌
年
２
月
ま

で
毎
月
の
８
期
に
変
更
さ
れ
ま
す
。

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
で
は
、
患

者
負
担
分
を
除
く
医
療
給
付
費
に
つ

　

今
年
度
の
税
率
な
ど
詳
し
い
内
容

に
つ
い
て
は
、
７
月
号
で
お
知
ら
せ

し
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ　

税
務
課
市
民
税
係

（
�
�
０
２
１
４
）、
保
険
課
健
康
保

険
係
（
�
�
０
２
５
８
）

後
期
高
齢
者
支
援
金

の
創
設

賦
課
区
分
の
変
更
点

年
齢
に
よ
る
国
保
税
の
内
容

そ
の
他
の
変
更
点

 
国
保 
税
の
賦
課
区
分
に

「
後
期
高
齢
者
支
援
金
分
」を
追
加

　

今
年
４
月
か
ら
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
が
始
ま
っ
た
こ
と
に

伴
い
、
国
民
健
康
保
険
税
（
国
保
税
）
の
賦
課
区
分
が
変
更
に
な

り
ま
す
。

介護保険分
（40歳～６４歳）

後期高齢者支援金分

医療保険分

＜平成20年度から＞

介護保険分
（40歳～６４歳）

医療保険分

＜平成19年度まで＞

表①　国保被保険者の年齢による国保税の内容

�

国保税の内容被保険者の年齢

「医療保険分」＋「後期高齢者支援金分」　　～３９歳

「医療保険分」＋「後期高齢者支援金分」＋「介護保険分」 ４０ 歳～６４歳

「医療保険分」＋「後期高齢者支援金分」 ６５ 歳～７４ 歳

※ ７５歳になると、国保を脱退して「後期高齢者医療」の被保険者となります。

図�　国保税の賦課区分


